
平成 14年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 13年 11月 16日

上   場   会   社   名       株式会社　中電工 上場取引所  東 大

コード番号       1941 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役　経理部長 広島県

　　　　  氏             名　　　　　　　　　　　　　　隅田　正興 TEL (082) 291 - 7415
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 16日

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年 9月中間期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）

(1)連結経営成績                 (注) 百万円未満の金額は切捨てて表示している。

　　売    上    高 　　営　業　利　益 　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 60,902 △ 2.0 460 - 2,226 32.4
12年 9月中間期 62,176 - △ 99 - 1,680 -
13年 3月期 162,635 6,409 10,493

    中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 1,020 - 14.65 -
12年 9月中間期 △ 507 - △ 7.29 -
13年 3月期 3,901 56.03 -
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期       -        百万円   12年 9月中間期       -        百万円   13年 3月期       -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 9月中間期    69,637,074 株　　12年 9月中間期    69,636,802 株　　13年 3月期    69,636,947 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資  本       株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 262,759 197,808 75.3 2,840.56
12年 9月中間期 266,337 191,371 71.9 2,748.14
13年 3月期 282,380 199,061 70.5 2,858.61
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期    69,637,078 株　　12年 9月中間期    69,636,929 株　　13年 3月期    69,635,564 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 5,278 164 △ 1,829 46,574
12年 9月中間期 2,774 △ 8,483 △ 1,087 41,737
13年 3月期 3,339 △ 8,174 △ 738 42,960

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  2　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　 売   上   高 　　経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 148,000 6,000 3,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                43 円  08 銭
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企 業 集 団 の 状 況 
 

当グループは、当社（広島、岡山、山口、島根、鳥取の５県を中心に東京、大阪、名古屋、四国、九州などに

事業場を設置し、設備工事業を営んでいる。）、子会社６社及びその他の関係会社１社で構成され、配電線工

事、発送変電工事、地中線工事、一般内外線工事の電気工事、情報通信工事及び空調管工事の設計施工、電気

工事材料・器具の販売、損害保険代理、建設用機械器具・車両等賃貸並びに電気事業を主な事業の内容として

いる。 

当グループの事業に係わる位置付け及び事業内容は、次のとおりである。 

設備工事業 当社は設備工事業を営んでおり、子会社である三親電材㈱他４社が一部下請施工を行っ

ている。また、三親電材㈱他１社が資材納入を行っている。 

販売事業 子会社である三親電材㈱他１社が電気工事材料・器具の販売事業を営んでいる。 

その他の事業 子会社である中工開発㈱が保険代理・賃貸等を営んでいる。 

その他の関係会社である中国電力㈱が電気事業を営んでおり、当社は同社の電気工事等

を請負施工している。 

 

事業の系統図は次のとおりである。 

 

（その他の関係会社）中国電力㈱ そ の 他 の 得 意 先 

得     意     先 

 

 当     社  

 設 備 工 事 業  

 

（連結子会社）  （非連結子会社）  （非連結子会社） 

三 親 電 材 ㈱ 

㈱ 興 電 社 
 中 工 開 発 ㈱  

㈱ 中 工 設 備 

㈱ 中 工 電 設 

㈲周南エレテック 

販売事業 設備工事業  その他の事業  設備工事業 
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経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

当社は、われわれの遵守すべき精神的よりどころとして「眞心」を社是と定めております。 

また、新たに当社の企業使命を「総合設備エンジニアリング企業として、お客様のために高度な価値を付

加した生活・事業環境を創出することにより、社会の発展に貢献する」と定め、 

(1) お客様・株主の信頼を獲得し、選ばれる企業を目指す。 

(2) 環境に優しく、品質に厳しい企業を目指す。 

(3) 総合技術力の強化・向上を図る。 

(4) 人を大切にし、安全で活力のある職場作りを推進する。 

(5) 受注の確保と経営の効率化を推進し、強固な経営基盤を堅持する。 

の５項目を経営姿勢と定め、今後とも業績の向上を目指してまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社は健全で強固な経営基盤を確立するため、企業体質の強化、今後の事業発展への備えなど、総合的に

勘案して行いたいと考えております。 

このたび、株主への更なる利益還元を目的に、利益による自己株式の取得並びに消却を実施することと致

しました。 

 

３．関連当事者との関係に関する基本方針 

当社は中国電力株式会社の関連会社に当たり、同社は平成１３年９月３０日現在当社発行済株式総数の

３５．２％（直接所有３５．０％、間接所有０．２％）を所有しております。 

取引上の関係については、同社は配電線・発送変電工事等の主要取引先であり、平成１３年９月中間期にお

ける同社に対する売上高は１９２億１千６百万円で、当社の総売上高に占める割合は３３．６％であります。 

今後とも、同社グループとの緊密な関係を保っていく所存であります。 

 

４．中期的課題 

当社が厳しい受注・価格競争に打ち勝ち、発展していくためには、地域密着型の企業特性を活かしつつ、

時代の要請に沿って絶えず自己変革を行いながら、一層お客様の満足を得るように、総合設備エンジニアリ

ング企業としての使命を果たしていく必要があり、そのため当社の今後を方向づけるものとして策定してお

ります平成１３年度～平成１７年度中期経営計画を達成するため、今後も全社一丸となって業務を遂行して

いく所存であります。 

中期経営計画の具体的取り組みは以下のとおりであります。 

(1) 競争力のある体質の早期確立 

① 技術力の強化 

② 営業力の強化 

③ 人材の早期育成 

④ コストの削減 

⑤ 顧客満足度（ＣＳ）向上システムの構築 

⑥ 新規事業への進出 

(2) 組織の活性化 

(3) 経営効率化 
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経 営 成 績 
 

１．中間期の概況 

当中間期におけるわが国の経済は、アメリカをはじめとする世界的な経済の減速を背景に、輸出・生産の大

幅減少と在庫増加が進む状態であり、加えて高水準で推移する失業率や個人消費の継続的低迷から、企業収益

は全般的に減少傾向で推移いたしました。 

このような経済環境のもと、企業収益の減少を背景とした民間設備投資の減少、公共投資・住宅投資の低調

な推移により受注・価格競争は一段と激しくなり、加えて、電力設備投資の抑制により、当グループを取り巻

く経営環境は極めて厳しい状況で推移いたしました。 

このような状況のなかで、当社を中心にグループの総力を挙げて積極的な受注活動を推進し、受注の確保

に全力を傾注してまいりました結果、当中間期の連結売上高は６０９億２百万円（前年同期比２．０％減）

となりました。 

利益につきましては、業務の効率化、設計・施工の合理化などによりコスト低減に努め、また原価範囲の見

直しを行った結果として、連結経常利益は２２億２千６百万円（前年同期比３２.４％増）となり、連結中間純

利益は、投資有価証券評価損３億７千９百万円を特別損失に計上する等ありましたが、１０億２千万円の中間

純利益（前年同期は５億７百万円の中間純損失）となりました。 

当中間期の連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは５２億７千８百

万円（前年同期は２７億７千４百万円）、投資活動によるキャッシュ・フローは１億６千４百万円（前年同

期は△８４億８千３百万円）、財務活動によるキャッシュ・フローは△１８億２千９百万円（前年同期は   

△１０億８千７百万円）となりました。 

これにより、現金および現金同等物の当中間期末残高は前期末と比較して３６億１千３百万円増加して  

４６５億７千４百万円となりました。 

中間配当金につきましては、１株につき８円５０銭といたします。 

 

２．通期の見通し 

今後の経済見通しにつきましては、政府は日本経済再生のための構造改革を強力かつ迅速に遂行するとして

おりますが、アメリカの同時多発テロの世界経済への影響が懸念される中で、企業収益の減少傾向による設備

投資の減少、高水準の失業率や弱含みの求人・残業時間等の依然として厳しい雇用環境、個人消費の低迷等に

より景気の先行きは依然として不透明であります。 

また、公共投資・住宅投資の低迷に加え、電力設備投資の減少傾向により、当グループを取り巻く経営環境

は依然として厳しい状況が続くと予想されます。 

このような状況の中で、当グループ通期の連結業績見通しにつきましては、売上高１，４８０億円、経常

利益６０億円、当期純利益３０億円を目標としております。 

期末配当金につきましては、１株につき８円５０銭（中間配当金を加えた年間配当金は１７円）といたし

たいと考えております。 
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円…端数切捨） 

当中間連結会計期間末 

(13.9.30) 

前中間連結会計期間末 

(12.9.30) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(13.3.31) 
資 産 の 部 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

  ％  ％  ％ 

流 動 資 産 97,006 36.9 111,363 41.8 115,923 41.1 

現 金 預 金 9,121  6,412  10,612  

受取手形・完成工事未収入金等 29,417  31,014  53,031  

有 価 証 券 37,837  42,432  34,468  

未 成 工 事 支 出 金 14,539  19,478  10,948  

そ の 他 6,379  12,149  7,231  

貸 倒 引 当 金 △ 289  △ 123  △ 369  

       

固 定 資 産 165,753 63.1 154,974 58.2 166,457 58.9 

有 形 固 定 資 産 35,609  37,040  36,263  

建 物 ・ 構 築 物 21,594  22,843  22,051  

そ の 他 14,014  14,196  14,212  

       

無 形 固 定 資 産 110  124  122  

       

投 資 等 130,033  117,809  130,071  

投 資 有 価 証 券 110,577  103,851  111,906  

繰 延 税 金 資 産 14,445  9,997  13,083  

そ の 他 5,673  5,635  5,669  

貸 倒 引 当 金 △ 663  △ 1,675  △ 588  

       

資 産 合 計 262,759 100 266,337 100 282,380 100 
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（単位：百万円…端数切捨） 

当中間連結会計期間末 

(13.9.30) 

前中間連結会計期間末 

(12.9.30) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(13.3.31) 
負 債 の 部 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

  ％  ％  ％ 

流 動 負 債 35,098 13.4 44,226 16.6 53,590 19.0 

支払手形・工事未払金等 22,199  24,140  35,810  

短 期 借 入 金 2,410  2,700  3,400  

未 成 工 事 受 入 金 6,504  11,860  5,926  

完 成 工 事 補 償 引 当 金 51  76  77  

そ の 他 3,932  5,448  8,375  

       

固 定 負 債 29,028 11.0 29,937 11.2 28,877 10.2 

退 職 給 付 引 当 金 28,025  28,715  27,591  

役員等退職慰労引当金 808  1,005  1,090  

そ の 他 193  217  194  

       

負 債 合 計 64,127 24.4 74,164 27.8 82,467 29.2 

       

少 数 株 主 持 分 824 0.3 801 0.3 852 0.3 

資 本 の 部       

       

資 本 金 3,481 1.3 3,481 1.3 3,481 1.2 

資 本 準 備 金 25 0.0 25 0.0 25 0.0 

連 結 剰 余 金 193,701 73.7 189,536 71.2 193,597 68.6 

その他有価証券評価差額金 601 0.3 △ 1,670 △ 0.6 1,960 0.7 

 197,809  191,373  199,065  

自 己 株 式 △ 1 △ 0.0 △ 1 △ 0.0 △ 3 △ 0.0 

資 本 合 計 197,808 75.3 191,371 71.9 199,061 70.5 

       

負債、少数株主持分及び資本合計 262,759 100 266,337 100 282,380 100 
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中 間 連 結 損 益 計 算 書 
（単位：百万円…端数切捨） 

当中間連結会計期間 

(13.4.1～13.9.30) 

前中間連結会計期間 

(12.4.1～12.9.30) 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(12.4.1～13.3.31) 
科    目 

金  額 比率 金  額 比率 金  額 比率 

  ％  ％  ％ 

売 上 高 60,902 100 62,176 100 162,635 100 

売 上 原 価 52,490 86.2 48,145 77.4 128,442 79.0 

売 上 総 利 益 8,412 13.8 14,031 22.6 34,192 21.0 

販売費及び一般管理費 7,951 13.0 14,130 22.8 27,783 17.1 

営業利益又は損失（△） 460 0.8 △ 99 △ 0.2 6,409 3.9 

営 業 外 収 益 1,950 3.2 1,979 3.2 4,460 2.7 

受 取 利 息 1,586  1,544  3,461  

そ の 他 364  434  999  

営 業 外 費 用 184 0.3 198 0.3 376 0.2 

支 払 利 息 6  7  18  

有 価 証 券 売 却 損 59  162  207  

車 両 運 搬 具 等 処 分 損 75  18  53  

そ の 他 44  9  97  

       

経 常 利 益 2,226 3.7 1,680 2.7 10,493 6.4 

       
特 別 利 益 448 0.7 568 0.9 672 0.4 

前 期 損 益 修 正 益 76  474  386  

固 定 資 産 処 分 益 35  93  131  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 336  ―  154  

特 別 損 失 783 1.3 2,873 4.6 3,801 2.3 

固 定 資 産 処 分 損 33  68  72  

有 価 証 券 評 価 損 ―  360  ―  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 247  ―  20  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 379  1,339  2,517  

退職給付変更時差異処理損失 ―  961  961  

そ の 他 122  143  229  

              
税金等調整前中間（当期） 

純 利 益 又 は 純 損 失 （ △ ） 
1,892 3.1 △ 624 △ 1.0 7,364 4.5 

法人税、住民税及び事業税 1,242 2.0 1,560 2.5 4,731 2.9 

法 人 税 等 調 整 額 △ 351 △ 0.6 △ 1,606 △ 2.6 △ 1,249 △ 0.8 

少 数 株 主 損 失 19  0.0 70 0.1 19 0.0 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

又 は 純 損 失 （ △ ） 
1,020 1.7 △ 507 △ 0.8 3,901 2.4 
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 
（単位：百万円…端数切捨） 

当中間連結会計期間 

(13.4.1～13.9.30) 

前中間連結会計期間 

(12.4.1～12.9.30) 

前連結会計年度の 

要約連結剰余金計算書 

(12.4.1～13.3.31) 
科     目 

金   額 金   額 金   額 

       

連 結 剰 余 金 期 首 残 高  193,597  190,424  190,424 

連 結 剰 余 金 減 少 高       

株 主 配 当 金 835  348  696  

役 員 賞 与 金 80 915 32 380 32 728 

中間（当期）純利益又は純損失（△）  1,020  △ 507  3,901 

連結剰余金中間期末（期末）残高  193,701  189,536  193,597 
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中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 
（単位：百万円…端数切捨） 

科     目 
当中間連結会計期間 
(13.4.1～13.9.30) 

前中間連結会計期間 
(12.4.1～12.9.30) 

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・フロー計算書 
(12.4.1～13.3.31) 

 金   額 金   額 金   額 

    
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間（当期）純利益 1,892 △ 624 7,364 

減 価 償 却 費 1,073 1,193 2,427 

貸倒引当金の増加・減少（△）額 △ 4 △ 108 △ 949 

退職給付引当金の増加・減少（△）額 433 1,988 765 

その他引当金の増加・減少(△)額 △ 307 75 161 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 1,668 △ 1,982 △ 3,947 

支 払 利 息 6 7 18 

有 価 証 券 評 価 損 ― 360 ― 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 379 1,339 2,517 

有価証券売却損・益（△）  26 94 139 

投資有価証券売却損・益（△） △ 89 ― △ 134 

有形固定資産処分損・益（△） 72  8 △ 5 

売上債権の減少・増加（△）額 23,614 16,671 △ 5,345 

未成工事支出金の減少・増加（△）額 △ 3,347 △ 5,665 2,377 

仕入債務の増加・減少（△）額 △ 13,611 △ 10,911 758 

未成工事受入金の増加・減少（△）額 578 3,544 △ 2,389 

そ の 他 △ 2,436 △ 1,821 721 

小 計 6,611 4,172 4,477 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,523 1,458 3,370 

利 息 の 支 払 額 △ 6 △ 7 △ 18 

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 2,849 △ 2,848 △ 4,490 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,278 2,774 3,339 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △ 598 △ 1,261 △ 3,418 

定期預金の払出による収入 1,192 1,918 4,129 

有価証券の取得による支出 ― ― △ 114 

有価証券の売却による収入 2,973 2,237 7,963 

有形固定資産の取得による支出 △ 1,063 △ 925 △ 1,398 

有形固定資産の売却による収入 36 125 206 

投資有価証券の取得による支出 △ 26,920 △ 16,113 △ 37,379 

投資有価証券の売却による収入 25,567 5,626 21,964 

貸 付 に よ る 支 出 △ 1,124 △ 168 △ 277 

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 101 78 150 

投資活動によるキャッシュ・フロー 164 △ 8,483 △ 8,174 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金純増加・減少（△）額 △ 990 △ 740 △ 40 

自己株式の減少・増加(△)額 1 7 5 

配 当 金 の 支 払 額 △ 835 △ 348 △ 696 

少数株主への配当金の支払額 △ 5 △ 7 △ 7 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,829 △ 1,087 △ 738 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 3,613 △ 6,796 △ 5,573 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 42,960 48,534 48,534 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 46,574 41,737 42,960 
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中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社数   ２社 

連結子会社名は次のとおり 三親電材㈱・㈱興電社 

(2)非連結子会社数  ４社 

非連結子会社名は次のとおり 中工開発㈱・㈱中工設備・㈱中工電設・㈲周南エレテック 

(3)非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）

及び剰余金（持分に見合う額）は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためである。 

２．持分法の適用に関する事項 

上記非連結子会社（４社）については、中間連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外している。 

３．連結子会社の（中間）決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は中間連結財務諸表提出会社と同一である。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

① 時 価 の あ る も の  中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定している。） 

② 時 価 の な い も の  移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 未 成 工 事 支 出 金  個 別 法 に よ る 原 価 法 
② 材 料 貯 蔵 品   

 ａ. 汎 用 品  総 平 均 法 に よ る 低 価 法 

 ｂ. 汎 用 品 以 外  個 別 法 に よ る 低 価 法 

(3)固定資産の減価償却の方法 

① 有 形 固 定 資 産  定  率  法 
  （ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（附属設備を除く）については定額法） 

  なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

② 自社利用のソフトウェア  社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

(4)引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金 

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

② 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間連結会計期間末に至る 1 年間の完成工事高

に対し、法人税法の定めによる限度相当額（法定繰入率）を計上している。 

③ 退 職 給 付 引 当 金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上している。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして
いる。 
④ 役員等退職慰労引当金 

役員・準役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中間連結会計期間末要支給額を計上し

ている。 

(5) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

(6) 消費税等の会計処理 

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 

 

 

追加情報 

（工事原価区分） 

中間連結財務諸表提出会社は、当期首において、主として支店・営業所の施工体制の機能強化及び業務

の効率化を目的として、組織及びコンピュータシステムの変更を行い、工事部門と管理部門の業務内容の

見直しを行った。 

これに伴い、従来、販売費及び一般管理費として処理していた費用の一部について実態に合わせ、当中

間連結会計期間より工事原価として処理することとした。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、未成工事支出金は 1,407 百万円、完成工事原価は 4,315

百万円多く、販売費及び一般管理費は 5,722 百万円少なく計上され、また、営業利益、経常利益、税金等

調整前中間純利益はそれぞれ 1,407 百万円多く計上されている。 

 

 

 

 

中間連結貸借対照表に関する注記事項 

 (当中間連結会計期間末) (前中間連結会計期間末) (前連結会計年度末) 

１．有形固定資産の減価償却累計額 22,575 百万円 21,789 百万円 22,489 百万円 

２．保 証 債 務 額 1 1 1 

３．受取手形裏書譲渡高 131 ― ― 

４．中間連結会計期間末日（連結会計年度末日）が休日（金融機関の休業日）につき、中間連結会計期間末日

（連結会計年度末日）満期手形を交換日に入・出金の処理をする方法によった。 

中間連結会計期間末日（連結会計年度末日）満期手形の金額は次のとおりである。 

 (当中間連結会計期間末) (前中間連結会計期間末) (前連結会計年度末) 

受取手形 700 百万円 649 百万円 551 百万円 

支払手形 28 47 45 

 

 

中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記事項 

現金及び現金同等物の中間連結会計期間末（連結会計年度末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対

照表）に掲記されている科目の金額との関係 

 

 (当中間連結会計期間) (前中間連結会計期間) (前連結会計年度) 

現 金 預 金 勘 定 9,121 百万円 6,412 百万円 10,612 百万円 

有 価 証 券 勘 定 37,837  42,432 34,468 

取得日から３か月以内の売戻し条件付

現 先 （ 流 動 資 産 ・ そ の 他 ） 
1,499 1,598 3,297 

小 計 48,459 50,442 48,378 

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,770 △2,417 △2,363 

償還期限が３か月を超える債券等 △114 △6,287 △3,054 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 46,574 41,737 42,960 
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セグメント情報 

 

１．事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（平成13年4月 1日～平成13年 9月30日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める設備工事業の割合がいずれも90％を超えている

ため、中間連結財務諸表規則様式第一号（記載上の注意10）に基づき、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略した。 

 

前中間連結会計期間（平成12年4月 1日～平成12年 9月30日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める設備工事業の割合がいずれも90％を超えている

ため、中間連結財務諸表規則様式第一号（記載上の注意10）に基づき、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略した。 

 

前連結会計年度（平成12年 4月1日～平成13年3月 31日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める設備工事業の割

合がいずれも90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第一号（記載上の注意13）に基づき、事業の種

類別セグメント情報の記載を省略した。 

 

２．所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（平成13年4月 1日～平成13年 9月30日） 

在外連結子会社がないため、記載していない。 

 

前中間連結会計期間（平成12年4月 1日～平成12年 9月30日） 

在外連結子会社がないため、記載していない。 

 

前連結会計年度（平成12年 4月1日～平成13年3月 31日） 

在外連結子会社がないため、記載していない。 

 

３．海外売上高 

当中間連結会計期間（平成13年4月 1日～平成13年 9月30日） 

海外売上高がないため、記載していない。 

 

前中間連結会計期間（平成12年4月 1日～平成12年 9月30日） 

海外売上高がないため、記載していない。 

 

前連結会計年度（平成12年 4月1日～平成13年3月 31日） 

海外売上高がないため、記載していない。 
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リース取引に係る注記事項 

 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

リース物件の所
有権が借主に移
転すると認めら
れるもの以外の
ファイナンス・
リース取引 

   

  
取得価額 
相 当 額 

減価償却累計 

額 相 当 額 
中 間 期 末 
残高相当額 
   

取得価額 
相 当 額 

減価償却累計 

額 相 当 額 
中 間 期 末 
残高相当額 
   

取得価額 
相 当 額 

減価償却累計 

額 相 当 額 
期 末 
残高相当額 
 

 車両運搬具 
百万円 

2,910 

百万円 

1,605 

百万円 

1,305 
  車両運搬具 

百万円 

3,302 

百万円 

1,854 

百万円 

1,447 
  車両運搬具 

百万円 

3,235 

百万円 

1,896 

百万円 

1,338 
 

 
工 具 器 具 
・ 備 品 
1,630 806 824   

工 具 器 具 
・ 備 品 
1,739 901 837   

工 具 器 具 
・ 備 品 
1,590 832 757  

 合 計 4,541 2,411 2,129   合 計 5,041 2,756 2,285   合 計 4,825 2,728 2,096  

                  

 ① リース物件

の取得価額相当

額、減価償却累

計額相当額及び

中間期末（期末）

残高相当額 

   

 

 ② 未経過リ

ース料中間期

末（期末）残高

相当額 

 

１年内   777 百万円 

１年超  1,352 

合 計  2,129 

 

１年内   818 百万円 

１年超  1,467 

合 計  2,285 

 

１年内   771 百万円 

１年超  1,325 

合 計  2,096 

 なお、取得価額相当額及び

未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

同   左 なお、取得価額相当額及び

未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ている。 

 ③ 支払リース

料及び減価償却

費相当額 

   

支払リース料 431  百万円 459  百万円 899  百万円 

減価償却費相当額 431 459 899 

 

 ④ 減価償却

費相当額の算

定方法 

 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっている。 

 

同   左 

 

同   左 
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有価証券に係る注記事項 

当中間連結会計期間（平成１３年９月３０日現在） 

有  価  証  券 

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

(1) 株 式 (注)  6,712 9,983 3,271 

(2) 債 券    

社 債 5,223 5,318 95 

その他 (注) 89,032 86,795 △ 2,237 

(3) その他 7,009 6,802 △ 206 

合 計 107,978 108,900 922 

（注）当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損255百万円を計上している。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

預金と同等の性格を有するＭＭＦ等 37,722 百万円 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,742  

 

 

 

 

前中間連結会計期間（平成１２年９月３０日現在） 

有  価  証  券 

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

(1) 株 式 3,122 7,336 4,213 

(2) 債 券    

社 債 5,223 5,246 23 

その他 92,084 84,653 △ 7,431 

(3) その他 11,709 11,113 △ 596 

合 計 112,140 108,349 △ 3,790 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

預金と同等の性格を有するＭＭＦ等 36,144 百万円 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,741  
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前連結会計年度（平成１３年３月３１日現在） 

有  価  証  券 

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 

(1) 株 式 (注)  5,844 9,650 3,805 

(2) 債 券    

社 債 5,223 5,328 104 

その他 (注) 90,294 89,546 △ 747 

(3) その他 9,009 8,653 △ 355 

合 計 110,371 113,178 2,807 

（注）当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損1,258百万円を計上している。 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

預金と同等の性格を有するＭＭＦ等 31,413 百万円 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,732  

 

 

 

 

 

 

デリバティブ取引に係る注記事項 

当中間連結会計期間（平成１３年９月３０日現在）、前中間連結会計期間（平成１２年９月３０日現在）及び前連結会計

年度（平成１３年３月３１日現在） 

 

当グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。 


